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要約
本稿は、政党支持・投票行動とパーソナルネットワーク・集団参加との聞の関連を明ら
かにすることを目指すものである。「都市度とパーソナルネットワークに関する調査jに
よるデータの分析をもとに、人々のパーソナルネットワークの特性や地域集団への参加が、
どのように支持政党の有無や投票先の選択に影響するのかについて検討した。また、都市
度の異なる地域間ではその関連の在り方がどのように変化するのかについての分析を試み
た。
政党支持に関してはネットワークのサイズが大きいほど、町内会・自治会活動に積極的
に参加しているほど、支持政党を有している確率が高くなるという傾向がみられた。しか
し、都市度別の分析の結果、大都市郊外においては町内会・自治会活動への参加の効果は
見られず、むしろ親族および近隣ネットワークを志向するものが、より特定の政党を支持
しているという結果が得られた。
投票行動に関しては、投票先の政党、都市度によって、パーソナルネットワークや町内
会・自治会等の地域集団への参加がもたらす効果は多様な様相を呈していることが確認さ
れた。
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1.問題の所在
挙の鍵を担うものとして「無党派層」の動向が注
目されている。これらは、人々と政治システムと
の関わり方の変容に他ならない。
リクルート事件や消費税問題などで揺れた1989
年の参議院選挙以来、日本の政党政治システムは
常に変動し続けている。いわゆる五十五年体制の
崩壊とともに、人々の「政党離れJが叫ばれ、選
-徳島大学総合科学部
一方、政党支持の研究者らは、人々の政党に対
する態度を各々が属する社会集団や社会的属性に
よって説明しようと試みてきた。三宅はこれを
「社会集団モデル」として位置付け、職業集団、
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年齢集団、性別集団、社会環境などを政党支持の
説明要因として提示している九職業集団とは、
職業の差異によって形成される利害・関心の対立
によって構成される集団であり、階級や階層の議
論に置き換えることができる。また、ここでの
「社会環境」とは「家族、友人など第一次集団を
含めた所属集団の党派的環境」であり、年齢集団
や性別集団と同様に、「政治的準拠集団」として
諸個人の政党支持に影響を及ぼすものとして論じ
られている。つまり、特定の集団や関係が人々の
政治的社会化に与える効果が分析の対象となって
いるのである。
しかし、この「社会集団モデルJを実際の分析
に採用するには、分析単位としての「集団」概念
に検討と修正を加える必要がであるように思われ
る。言うまでもなく、社会学の領域においては、
個人と社会とのつながりを集団の分析を通して説
明しようと試み、様々な集団類型が議論されてき
た。都市社会学では、都市社会構造と個人の接点
を解明するプロセスにおいて、集団参加をその中
心的な分析単位として扱ってきた。また、近年の
ネットワーク概念の導入は、必ずしも「集団Jを
媒介としないようなインフォーマルな社会関係に
着目し、個人の視点から把握される関係性の総合
的把握を目指していると言えよう。大谷はこのよ
うなネットワーク概念への注目を、 r<集団パー
スベクテイヴ>から<ネットワーク・パースベク
テイヴ>への転換」と形容している九
ここで、政党支持の「社会集団モデル」に話し
を戻すならば、諸個人がその政治的態度の背後に
形成している社会的諸関係をどのように測定、分
析するのかが問題になる。池田はソーシャル・ネッ
トワークが政党支持や投票行動に与える効果を、
「対人的情報環境効果」として論じている九そこ
では、人々が所属する準拠集団におけるオピニオ
ンリーダーの与える説得的・意図的効果に対して、
ネットワークにおける日常的なコミュニケーショ
ンがもっ制約的・偶発的効果が指摘されている。
つまり、ネットワーク環境における情報の偏在性
と、特定のネットワーク内における情報の等質性
が、潜在的なレヴェルで有権者の政党支持や投票
行動に影響を与えているという仮説が提示されて
いるのである。
また、都市社会学の文脈においてはアーパニズ
ムと政治システムとの関連が問題になるo フイツ
シャー(1986)はアーパニズムカfコミュニティの
政治システムに及ぼす影響とアーパニズムが人々
の政治参加にもたらす影響とに注目している。前
者については、コミュニティの規模と政治システ
ムの構造的分化との関連が、後者についてはコミュ
ニテイの規模と人々の政治的無関心の度合、ある
いは政治的下位分化の形成との関連に関する仮説
が提示されている九
以上の論点を踏まえ、本稿においては、諸個人
の政党支持、投票行動とパーソナルネットワー夕、
あるいは集団参加のとの関連を中心に論ずる。諸
個人と政党とを結び付けている、あるいは疎遠に
させている要因として、諸個人のネットワークの
特性(ネットワーク効果)と既存の集団への参与
(集団効果)を検討する。また、ネットワークや
集団への参与の地域的な差異を考慮するために、
都市度別の分析をおこなう。調査の設計上、一定
の社会関係による政治的社会化の認知的プロセス、
情報の等質性を直接扱うことはできない。しかし、
人々が日常的に作り上げている社会的紐帯の特性
と政治的態度との関連を分析することを通して、
政党政治の危機が問題化される今日、人々がどの
ように政党政治システムとの距離を取っているの
かについて把握することを目指す。
2.デー夕、および変数
分析に用いたデータとしては、東京都立大学が
1995-1997年に郵送、法で、行った「都市度とパーソ
ナルネットワークに関する調査」によるものを用
いる。この調査は、人口規模の異なる 7つの地域
に在住する20歳以上75歳以下の男女を対象にした
もので、 1，004名より有効な回答が得られた。調
査対象地点は、東京都文京区、東京都調布市、福
岡市中央区、福岡市西区、新潟市、富士市、松江
市の7つで、東京と福岡については都心部と郊外
の2地点が各々選択されている。
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分析に用いた従属変数については、第1に、支
持する政党の有無を中心的な従属変数として位置
付ける。そして第2に、 1995年7月に行われた参
議院選挙比例区で、の投票を用い、政党別の投票行
動に関する分析をおこなう。ここではサンプル・
サイズの制約上、自民党、新進党、社会党(現社
民党)の三党を扱う。そして第3に、政党支持と
1995年参議院選の投票との合成変数を作成し、い
わゆる「浮動票層」の分析をおこなう。
独立変数としては、ネットワーク変数、集団参
加変数、社会経済的地位変数、属性変数の4つの
変数群を考察する。
ネットワーク変数については、第1にパーソナ
ルネットワークの量的な側面に注目し、「全体ネッ
トワーク数」を用いる。全体ネットワーク数は、
親族ネットワーク数(別居子数、別居兄弟数、親
しくしている親戚数5)の和)、「親しい友人」数、
友人以外で日頃から親しくしている職場・仕事関
係の人の数、友人以外で日頃から親しくしている
近所の人の数の和で構成される九次に、個人の
ネットワークの質的な側面として、親族、近隣、
職場・仕事の3つのカテゴリー別の「ネットワー
ク比率」を取り上げる。親族、近隣、職場・仕事
ネットワーク比率は、それぞれ、親族ネットワー
ク数(別居子数、別居兄弟数、親しくしている親
戚数の和)、近隣ネットワーク数(近所に住んで
いる友人数と、友人以外で日頃から親しくしてい
る近所の人の数の和)、職場・仕事ネットワーク
数(職場・仕事関係の友人数と、友人以外で日頃
から親しくしている職場・仕事関係の人の数の和)
を全体ネットワーク数で割ったものである。
集団参加変数としては、「町内会・自治会」、
「地域で活動する趣味やスポーツのサークルJの
二つの集団への参加状況を扱う。ここでは、単な
る加入ではなく、活動へのコミットメントを測定
するために、それぞれについて「加入して積極的
に活動しているJ層と、「加入はしている」、ある
いは「加入していない」層との2つのカテゴリー
で分析をおこなう。
社会経済的地位変数としては、教育年数を分析
に使用する。被調査者の最終学歴を用い、!日制小
学校=7年/1日制中学校=11年/1日制高校=14年
/旧制大学17年/新制中学校=9年/新制高校=
12年/新制短大・高専=14年/新制大学=16年/
医学部・大学院=18年、といった変数の加工をお
こなった。また、属性変数としては、性別と年齢
を用いた。
そして、各々の従属変数について、大都市中心
部(東京都文京区、福岡市中央区)、大都市郊外
(東京都調布市、福岡市西区)、地方都市(新潟市、
富士市、松江市)の3つの都市度別の分析を加え
た。
表1は各独立変数の平均値、またはカテゴリー
ごとのパーセンテージを集計したものである。
3.政党支持に関する分析
(1 )全体サンプルによる分析
まず、独立変数聞の相互の連闘を統制した上で、
政党支持に対して有意な効果を示す変数を特定化
表1 分析に用いる独立変数
<ネットワーク変数>
全体ネット数
親族ネット比率
近隣ネット比率
磁場・仕事ネット比率
<集団参加変数>
町内会活動(1:積極的参加}
(0 :消極的参加、不参加)
地域のサークル活動 (1:積極的参加}
(0 :消極的参加、不参加}
<社会経済的地位変数>
教育年数
<属性変数>
性別(1:男性)
(0 :女性)
22.24 
0.41 
0.23 
0.24 
9.3% 
89.7% 
9.9% 
89.1% 
12.54 
45.2% 
54.8% 
年齢 48.47 
数値は平均値とパーセンテージ
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するために、ロジスティック回帰分析をおこなっ
た(表2)。従属変数に関しては「支持政党あり」
を1、「支持政党なし」を Oとして分析し、独立
変数に関しては、(1)全体ネットワーク数、 (2)
親族ネットワーク比率/近隣ネットワーク比率/
職場仕事ネットワーク比率、 (3)町内会・自治会
活動への参加/地域のサークル活動への参加、
(4)教育年数、 (5)性別/年齢を投入した。
その結果、有意な効果を有しているのは、全体
ネットワーク数、町内会・自治会活動、性別、年
齢であり、全ステップ合計のモデルの適合度は
0.13であった九ネットワーク変数に関しては、
ネットワークのサイズが大きいほど支持政党を有
している確率が高くなるという傾向がみられる。
親族ネットワーク比率に関しては、属性変数を投
入すると有意な効果がみられなくなり、近隣ネッ
トワーク比率は教育年数を投入すると有意で、なく
なる。また、職場・仕事ネットワーク比率に関し
ては有意な関連がみられない。諸個人がどのよう
なカテゴリーのネットワークを志向しているのか
ではなく、単にそのネットワークのサイズだけが
効果をもっていることになる。
集団参加変数に関しては、町内会・自治会活動
に積極的に参加しているほど、特定の政党を支持
している確率が高い。一方、地域のサークル活動
への参加は政党支持にたいして負の関係を示して
おり、地域のサークルで、積極的な活動をしている
ものほど無党派である傾向にあるが、属性を統制
すると、有意な効果はなくなる。また、教育年数
は有意な効果を示さず、属性変数では、男性ほど、
そして年齢が高いほど支持政党を有している確率
が高くなる。
(2) 都市度別サンプルによる分析
次に、都市度との関連を考慮するために、大都
市中心部(東京都文京区、福岡市中央区)、大都
市郊外(東京都調布市、福岡市西区)、地方都市
(新潟市、富士市、松江市)のサンプルごとに先
と同じモデルで分析をおこなった(表2)。
大都市中心部では、有意な効果を有しているの
表2 支持政党の有無に関する口ジスティック回帰分析
全体 大都市中心部 大都市郊外 地方都市
<ネットワーク変数>
全体ネット数 O.邸輔 1.04輔 1.08柿 0.73 • 
続1IAネット比率 0.84 1.05 2.69 • -0.23 
近隣ネット比率 1.04 2.伺 2.85事 -0.30 
磁場・仕事ネット比率 -0.48 O.伺 0.46 -1.99 • 
<集団参加変数>
町内会活動 0.73輔 1.87輔 0ー.69 0.94輔
サー クル活動 0ー.54 -1.35 -0.39 -0.48 
く社会経済的地位変数>
教育年数 O.∞ Oー.舗 0.06 -0.03 
く属性変数>
性別 0.42倉 0.21 0.36 0.61事
年齢 0.05柿 0.05柿 0.06柿 0.03柿
{数値はロジスティック係数}
モデルの適合度 0.13 0.18 0.18 0.11 
モデルのカイニ乗値 140.50輔 53.61 事傘 54.60 .* 56.22・*
全体のカイ二乗値 1085.20 2旬.68 3但.41 492.04 
従属変数の構成支持政党あり(1) 245人 65人 68人 112人
支持政党なし(O) 708人 184人 198人 316人
制有意水準1%未満事有意水準5%未満
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は、全体ネットワーク数、町内会・自治会活動、
年齢で、モデルの適合度は0.18であった。全体サ
ンプルにおける結果と同様に、ネットワークのサ
イズは常に有意な関連を示しており、やはり親族
ネットワーク比率は属性を統制すると有意ではな
くなる。また、集団参加に関しては、大都市中心
部においても、町内会・自治会活動層がより特定
の政党を支持しているという傾向が見られる。し
かし、属性においては、年齢は全体サンプルと同
様に強い関連を示しているものの、性別との関連
は減少し、必ずしも男性のほうが特定の政党を支
持しているとは言えない。
大都市郊外では、全体ネットワーク数、親族お
よび近隣ネットワーク比率、年齢が政党支持に影
響をもっており、モデルの適合度は0.18であった。
特般的であるのは、町内会・自治会活動への参加
がもはや政党支持への効果を有しておらず、むし
ろ親族や近隣ネットワークへの志向が政党支持と
結び付いている点である。
一方、地方都市において有意な変数は、全体ネッ
トワーク数、職場・仕事ネットワーク比率、町内
会・自治会活動、性別、年齢で、モデルの適合度
は0.11であった。ネットワーク全体のサイズが大
きくなるにつれて政党を支持する確率が高くなる
という傾向は、ここでも確認されたが、職場・仕
事のネットワーク比率に関しては、マイナスの効
果をもっており、地方都市においては職場の人間
関係を志向している人々の政党離れが進んでいる
といえようヘやはり町内会・自治会活動への参
加、年齢が有意な効果を示しているが、男性がよ
り政党を支持しているという傾向がみられるのが
特徴的である。
ここで三つの分類による分析結果を比較してみ
た場合、注目に値するのは、他では有意な値を示
していた町内会・自治会活動への参加の効果が、
大都市郊外ではみられないという点である。大都
市郊外では町内会・自治会が人々と政党とを結び
付ける媒介的な集団としてはもはや機能していな
い状況にあると推測できる。松本 (1995)は、大
都市郊外におけるパーソナルネットワークと下位
文化の調査結果から、「地域に集中する密度の高
いネットワークは、しばしば、通念的な生活規範
を下位文化として再生産しがちであるJという知
見を提示している。今回の調査結果からは、大都
市郊外においては、むしろ集団を媒介としない地
域のネットワークを志向するものが特定の政党を
支持する傾向にあることがわかる。つまり、町内
会・自治会活動への参加が促していた人々と政党
を結び付ける効果を、親族ネットワークや近隣ネッ
トワークへの志向性が代替していると考えること
ができょう。
4.投票行動に関する分析
次に、先の政党支持に関する分析と同様の独立
変数を用い、投票行動に関する分析をしてみよう。
ここでは1995年7月に行われた参議院選挙比例区
の投票行動を投票先別に分析する。
(1) 自民党
表3は、 1995年参議院選で自民党に投票したも
のを 1、自民党に投票しなかったものを Oとした
分析の結果である。まず、全体サンプルにおいて
有意な効果を示した変数は、全体ネットワーク数、
親族および近隣ネットワーク比率、町内会・自治
会活動への参加、年齢で、モデルの適合度は0.10
であった。ネットワーク資源をより多く有するも
の、親族へ近隣を志向したネットワークを有する
もの、町内会・自治会活動への参加に熱心なもの、
年齢が高いものほど自民党に投票しているという
ことがわかる。
次に、大都市中心部においては、全体ネットワー
ク数、町内会・自治会活動、教育年数、年齢が有
意で、モデルの適合度は0.18で、あった。やはり、
ネットワーク資源の量、町内会・自治会参加、年
齢は全体サンプルと同様の効果を示しているが、
親族や近隣を志向したネットワークの効果は若干
減少し、教育年数の効果がここにおいてのみ確認
できる。大都市中心部においては関係財を多く所
有する、年配の高学歴層が自民党政治の基盤を支
えているということになる。
大都市郊外では、ネットワーク変数、集団参加
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変数とも有意な効果をもっておらず、年齢だけが
自民党への投票行動を説明している。モデルの適
合度は0.12であった。ネットワークの量が多い層
が必ずしも自民党に投票しておらず、また町内会・
自治会活動層は他の政党に投票しているか、ある
いは棄権している確率が高いということがわかる。
地方都市では全体ネットワーク数のみが有意な
効果をもっており、町内会・自治会活動や年齢の
有意J性が消失している。モデルの適合度は0.08と
三つの分類のなかで最も低かった。これらの原因
としては、本データにおいて地方都市における自
民党への投票率は、大都市中.(.、部に比べて約13%、
大都市郊外に比べて約10%ほど高く、地方都市に
おいてはより広範な層からの票を獲得していると
いうことが推測される。
(2) 新進党
表4は、投票先に新進党を選択したか否かを従
属変数とし、同じように分析した結果である。ま
ず、全体サンプルにおいて有意な効果を示した変
数は、近隣ネットワーク比率のみで、モデルの適
合度は0.02と低く、モデル全体での従属変数の説
明力も有意な値ではない。
大都市中心部において有意なのは年齢のみで、
モデルの適合度は0.08であった。
一方、大都市郊外においては近隣ネットワーク
比率、教育年数の効果が有意で、モデルの適合度
も0.12と3分類のなかでは最も高い。大都市中心
部では高学歴層、町内会・自治会活動層がより自
民党に投票していたのに対し、大都市郊外では高
学歴層、近隣ネットワーク志向のものが新進党に
投票しているというコントラストがここで確認で
きる。大都市郊外では、先の自民党の分析におい
て町内会・自治会変数の係数がマイナスの値を示
していたのに対し、新進党の分析ではプラスの値
を示している。大都市郊外では、地縁を志向する
人々の票は、かなりの割合で自民党から新進党へ
と流れたと考えることができる。
地方都市においては有意な効果をもっ変数はな
く、モデルの適合度も0.04と最も低い。
表3 投票行動に関するロジスティック回帰分析(自民党)
全体 大都市中心部 大都市郊外 地方都市
くネットワーク変数>
全体ネット数 0.98柿 1.70事事 0.45 0.96柿
貌族ネット比率 1.94輔 2.27 2.28 1.20 
近隣ネット比率 1.44事 2.08 2.62 0.47 
臆渇・仕事ネット比率 0.38 1.60 0.62 0ー.20
<集団参加変数>
町内会活動 0.54 * 1.57輔 -0.57 0.49 
サー クル活動 0.22 0ー.38 0.48 0.35 
<社会経済的地位変数>
教青年数 0.02 0.16・ 0.04 o.∞ 
く属性変数>
性別 -0.01 -0.10 0.27 -0.17 
年齢 0.03輔 0.05柿 0.05柿 0.02 
{数値はロジスティック係数}
モデルの適合度 0.10 0.18 0.12 0.08 
モデルのカイ二乗値 102.55柿 43.29柿 却.05柿 41.24柿
全体のカイー 乗値 1位.7.40 235.31 254.15 520.16 
従属変数の織成自民に投票(J) 219人 44人 49人 126人
自民以外・棄権(0) 734人 213人 217人 お4人
柿有意水準1%未満*有意水準5%未満
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表4 投票行動に関するロジスティック回帰分析(新進党)
全体 大都市中心部 大都市郊外 地方都市
くネットワーク変数>
全体ネット数 0.21 0.07 0.87 0.30 
親族ネット比率 0ー.33 o.倒 1.55 1ー.偶
近隣ネット比率 1.44 * 0.40 6.16柿 0.∞ 
-母・仕事ネット比率 1.04 0.92 2.39 0.83 
く集団参加変重量〉
町内会活動 0ー.16 -0.77 0.36 0ー.16
サークル活動 0ー.29 0.62 0ー.99 -0.65 
く社会経済的地位変数>
教育年数 o.∞ 0ー.13 0.22・ oー.白
く属性愛重量>
性別 0.09 0.50 -0.51 0.41 
年働 0.01 0.04* 0.02 -0.02 
(数値はロジスティック係数}
モデルの適合度 0.02 0.08 0.12 0.04 
モデルのカイニ乗値 16.27 18.60 * 28.23輔 13.25 
全体のカイニ乗値 819.60 238.43 232.04 347.54 
従属変数の犠成新進に役票(1) 147人 45人 42人 朗人
新進以外・棄権(0) 回6人 212人 224人 370人
柿有意水準1%未満事有意水準5%未調書
表5 投票行動に関するロジスティック回帰分析(社会党)
全体 大都市中心部 大都市郊外 地方穆市
くネットワーク変重量>
全体ネット数 -0.10 -1.1 * 0.66 -0.23 
親銀ネット比率 -0.20 -2.79 1.25 -0.38 
近隣ネット比率 -0.48 1ー.70 -1.39 o.鴎
鴎得・仕事ネット比率 -0.59 -2.03 0.17 -0.35 
く築関参加変数>
町内会活動 0.26 -0.60 0.30 0.37 
サークル活動 o.倒 1.24 事0.84 -0.12 
<社会経済的地位変数〉
教青年数 -0.07 o.∞ -0.18 0.01 
く属性愛数〉
性別 0.17 0.40 -0.01 0.07 
年齢 0.02事 0.04 0.01 0.04 * 
(数値はロジスティック係数}
モデルの適合度 0.03 0.08 o.伺 0.03 
モデルのカイ二乗値 20.41 * 9.11 12.46 9.96 
全体のカイー乗値 622.68 119.83 151.80 340.19 
従属変数の織成社会に授菓(1) 96人 16人 22人 58人
社会以外・棄権ω) 857人 241人 244人 372人
紳有意水準1%未満$有意水準5%未満
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表6 投票行動に関するロジスティック回帰分析(浮動票)
全体
くネットワーク変数>
全体ネット数 -0.13 
親族ネット比率 -0.19 
近隣ネット比率 0.58 
磁場・仕事ネット比率 0.01 
く集団参加変数>
町内会活動 0ー.45
サー クル活動 0.56 * 
<社会経済的地位変数>
教育年滋 0.06 * 
<属性変数>
性別 -0.21 
年齢 0.01 
モデルの適合度 0.01 
モデルのカイ二乗値 16.03 
全体のカイ二乗値 1311.65 
従属変数の構成支持政党なし/役票(1) 429人
支持政党あり・棄権(0) 524人
柿有意水準1%未満*有意水準5%未濁
(3) 社会党
表5は社会党へ投票したものに関する分析であ
る。全体サンプルにおいて有意な効果を示した変
数は年齢のみで、ネットワーク変数のすべてがマ
イナスの値を示しているのが特徴的である。モデ
ルの適合度は0.03と低い。
大都市中心部では、全体ネットワーク数のみが
有意で、マイナスの効果を示している。ネットワー
クの量の少ないものほど社会党に投票していると
いうことがいえ、また有意ではないが三つのネッ
トワーク比率はマイナスの影響をもっており、親
族、近隣、職場における関係を志向しているもの
は、社会党にあまり投票していないという傾向が
うかがえる。モデル適合度は0.08で有意ではない。
大都市郊外においては有意な変数はなく、モデ
ル適合度は0.08で有意で、はない。また、地方都市
においては、有意な効果をもつものは年齢のみで、
モデルの適合度は0.03と最も低く、有意ではない。
社会党への投票については、総じてネットワーク
変数、集団参加変数ともあまり影響を及ぼしてい
ないということが確認された。
大都市中心都 大都市簿外 地方都市
-0.24 -0.39 -0.位
-0.85 -1.34 0.51 
0.45 -0.25 0.93 
0ー.51 -0.伺 0.44 
-1.74紳 0.42 -0.45 
1.40・ 0.46 0.32 
0.08 0.05 O.伺$
0.07 -0.31 0ー.30
0.02 0.02 O.∞ 
{数値はロジスティック係数}
0.05 0.1位 0.'位
16.58 7.07 11.71 
350.34 358.52 596.07 
109人 107人 213人
148人 159人 217人
(4) 浮動票
表6は政党支持と1995年参議院選の投票との合
成変数を従属変数として分析をおこなったもので
ある。支持政党は無いが投票は行った、いわゆる
浮動票層が約45%、その他、政党支持者、棄権者
が約55%であり、全サンプルの半数近くが浮動票
層であるということがわかる。ここでは、前者を
1、後者をOとコーデイングし、先と同じモデル
でロジスティック回帰分析をおこなった。
分析の結果、全体のモデル適合度は0.01と低かっ
たが、有意な効果をもっている独立変数として、
地域のサークル活動への参加と教育年数が確認さ
れた。地域の趣味やスポーツのサークルで積極的
に活動しているものほど、また学歴が高いほど、
浮動層に属する傾向が強くなる。政党支持層の分
析ではネットワークの規模や町内会・自治会活動
への参加が特徴的であったが、浮動層が必ずしも
社会的に孤立した人々によって構成されているの
ではなく、町内会・自治会といった、従来代表的
であった地域集団ではなく、より選択的な新しい
タイプの地域集団に参加している人々によって特
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徴づけられているということは注目に値する。ま
た、相対的に高学歴をもっ人々が、政党から距離
をとりつつも、選挙の動向にかなり影響力を持っ
ているといえる。
大都市中心部では、これらの傾向が顕著に見ら
れる。モデルの適合度は0.05と弱い値を示してい
るが、町内会活動とサークル活動が有意で、町内
会・自治会活動に参加していない層ほど、また地
域のサークル活動に参加している層ほど、選挙動
向を大きく左右する浮動票を握っているといえる。
政党支持や自民党への投票層の分析結果と対比し
てみると、大都市中心部では地域における集団参
加、ネットワークの構造と政党との関係が二極分
化を呈していることがわかる。町内会・自治会活
動層やネットワーク資源の豊富な層が政党との密
接な関係を維持し続けている一方で、小規模のネッ
トワークしかもたないが、より選択的な集団参加
を行っている層が浮動票へと流れているのである。
一方、大都市郊外では有意な変数はなく、モデ
ルの適合度の0.02と低い。また地方都市において
は教育年数のみ有意で、高学歴であるほど浮動票
層である確率が高い。
5.結論
全体を通して得られた知見をここで要約してお
こう。
政党支持に関しては、全体サンプルによる政党
支持の有無を従属変数としたロジスティック回帰
分析の結果、ネットワークのサイズが大きいほど、
町内会・自治会活動に積極的に参加しているほど、
男性であるほど、また年齢が高いほど、支持政党
を有している確率が高くなるという傾向がみられ
た。しかし、都市度別の分析の結果、大都市郊外
においては町内会・自治会活動への参加の効果は
見られず、むしろ親族および近隣ネットワークへ
の志向するものが、より特定の政党を支持してい
るという結果が得られた。
投票行動の分析では、まず全体サンプルについ
てはネットワークのサイズが大きいほど、ネット
ワークに占める親族、近隣の割合が高いほど、町
内会・自治会活動に積極的に参加しているほど、
また年齢が高いほど、自民党に投票する確率が高
いという傾向がみられた。都市度別の分析では、
大都市中心部において学歴が高いほど自民党に投
票しているという結果が得られた。大都市郊外で
はネットワーク変数、町内会・自治会活動への参
加の効果がみられず、また地方都市では町内会・
自治会活動への参加、年齢の効果がみられない。
新進党に関しては、全体サンプルではモデルの
説明力が低く、近隣ネットワークの比率の効果が
みられるのみであった。しかし、この効果は大都
市中心部、地方都市においてはみられず、大都市
郊外においてのみ確認された。また、大都市郊外
では、学歴が高いほど新進党に投票しているとい
う傾向がみられた。
社会党に関しでも、総じてモデルの適合度は低
く、全体サンプルにおいては年齢の効果が若干み
られる程度である。大都市中心部ではネットワー
クのサイズが小さいほど社会党に投票しており、
地方都市では年齢が高いほど社会党に投票してい
るという傾向がみられた。
最後に、浮動票については、全体サンプルでは
地域の趣味やスポーツのサークル活動に参加して
いるほど、学歴が高いほど、特定の政党を支持し
てはいないが投票には行ったという確率が高い。
大都市中心部では町内会・自治会活動に参加して
いないもの、地域の趣味やスポーツのサークル活
動に参加しているものが浮動票層を構成している。
また、地方都市では学歴が高いものほど、浮動票
層と化している傾向にある。
以上から、ある一定の社会的紐帯が個人と政党
政治システムとを結び付ける様々な効果をもって
いるということが確認できた。そして、都市度の
異なる地域間ではその関連の方向性がかなり食い
違っているということもわかった。特に大都市中
心部と大都市郊外との差異は注目に値する。大都
市中心部において政治的動員の結接点としての町
内会・自治会の機能が残存しており、自民党支持
の基盤を構成しているのに対し、大都市郊外では
その機能代替として近隣ネットワークへの志向が
効果をもち、新進党への投票へと結び付いている。
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また、大都市中心部内においては、政党支持層・
自民党投票層と浮動票層がそれぞれ異なる関係財
を有していることがわかった。大都市中心部では
より選択的な集団参加の様式を担う層が浮動票層
の一部を構成している。
今回の分析においてはこのような知見が得られ
たが、それぞれのネットワークや集団が実際にど
のように諸個人の政治的選好に影響力をもってい
るのかについて、今回の調査データを用いて十分
に明かにすることはできなかった。それらが人々
の政治的態度を決定するための準拠となっている
のか、あるいは、ネットワークや集団のメンバー
からより直接的な勧誘がなされているのか、また、
異なるネットワークや集団を媒介として人々が各々
の政治的下位分化を形成するプロセスにあるのか
等については、更なる調査をもって明らかにする
必要がある。
注
1 )三宅一郎『投票行動J， p.80-98， 1989. 
2 )大谷信介『現代都市住民のパーソナル・ネットワー
クjp.14-16， 1995. 
3 )池田謙一『転変する政治のリアリティ』木鐸社，
p.101-109， 1997. 
4) fコミュニテイの規模が大きくなるにつれて、政
治的不一致や分裂が大きくなるJ、「コミュニティ
が大きければ大きいほど、その市民は地方政治に
関心が薄く、活動的でないJなどの仮説が紹介さ
れている (Fischerr都市的体験.1p.146-150， 
1986. ) 
5) f友人以外の親しい人jに関しては、調査票にお
いて実数で測定してないことから、親戚、職場・
仕事関係、近所それぞれについて各カテゴリーの
中央値を用い、「いなし、J=O/fl-3人J= 
2/ f4-6人J=5/ f7-9人J= 8/ flO 
人以上J=10として再コード化した。
6 )全体ネットワーク数については、分布の歪度を考
慮し、ロジスティック回帰分析に用いる際には、
対数変換したものを用いている。
7)モデルの適合度は、重回帰分析における決定係数
に相当する指標として理解することができる。
8 )池田(1997)は、対人縁クラスターと対人的政治
情報環境の分析から、同僚中心の対人縁は、対人
的コミュニケーションにおける政治色を弱める傾
向にあるという知見を導き出している。
参考文献
Fischer， Claude S.， The Urbαn Experience， 2nd， 
Harcourt Brace Jovanovich， 1984.松本康・前
田尚子訳『都市的体験一都市生活の社会心理学』未
来社.1996. 
池田謙一『転変する政治のリアリティ』木鐸社.1997. 
松本康「現代都市の変容とコミュニテイ、ネットワー
クJ，r増殖するネットワークJp.1-90，勤草書房，
1995 
三宅一郎 f投票行動』東京大学出版会.1989. 
大谷信介『現代都市住民のパーソナル・ネットワーク』
ミネルヴァ書房.1995. 
Key Words (キー・ワード)
Support for Political Party (政党支持)， Voting 8ehavior (投票行動)， Personal 
Networks (パーソナルネットワーク)， Group Participation (集団参加)， Urbanity (都
市度)
久保田:政党支持、投票行動とパーソナルネットワーク
Voting Behavior， Personal Networks and Urbanity 
Shigeru Kubota事
*Faculty of Integrated Arts and Science， University of Tokushima 
Comprehensive Urbαn Studies， No.64， 1997， pp.49-59 
59 
The purpose of this paper is to examine the relationships between voting behavior and per-
sonal networks and group participation， and is to clarify how they depend on the size of the 
cities. 
Our data show that the size of personal networks and active participation in the neighbor-
hood associations positively influence the respondents， supports to the political parties on the 
whole. In the suburbs of the metropolis， however， the participation in the neighborhood asso-
ciations does not affect to the supports， although the rate of neighboring and kinship networks 
do. The respondents who voted for the LDP tend to have larger size of networks and to join the 
activities of neighborhood associations in the center of the metropolis. Nevertheless， in the 
suburbs， those networks and the group participation do not inspire the voters significantly. 
